
東出雲町商工会ニュース              令和６年３月発行（Ｒ５年度 Ｖｏｌ.１２） 

令和６年４月から労働条件明示のルールが変わります 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【↑パンフレット】              【↑説明動画コンテンツ】 
 

Ｒ５補正 飲食･商業･サービス業新事業展開支援事業 

原油価格・物価高騰の影響を受けている飲食・商業・サービス業を営む中小企業者等に対して、売上の回復を図

るための取組の経費の⼀部を補助することにより、原油価格・物価高騰の影響に対応する事業の推進及び事業継

続を目的とする。 

◇補助対象者 

・飲食・商業・サービス業（※注）を現に営む事業者であること 

※：複数業態で事業を営んでいる場合は、飲食・商業・サービス業の部分のみが 対象となります。 

 例えば、「建設業」と「飲食業」を営んでいる場合、「飲食業」部分のみが対象となります。 

◇補助金額等 

補助対象経費 補助率 補助金額 補助対象期間 

設備導入費 

設備に関連する備品費 

施設改修費 

補助対象経費の１／２以内 

 (新型コロナウイルス感染症関連融資を 

利用している場合は２/３以内) 

補助上限額：2,000 千円 

補助下限額： 400 千円 

交付決定日から 

令和７年１月３１日 

◇受付締切 

・１次締切：令和６年５月１０日（金） ・２次締切：令和６年７月３１日（水） 

 ※応募状況によっては、1次締切で公募を終了する場合があります。 

 

公募要領などの詳細はこちらから→ 

 



令和６年分所得税の定額減税に関するお知らせ 

令和５年１２月２２日に「令和６年度税制改正の大綱」が閣議決定されました。大綱においては、令和６年分の

所得税について定額による所得税の特別控除（定額減税）を実施することとされており、今後、関係する税制改

正法案が成立した場合には、令和６年６月から定額減税が実施されることとなります。 

◇定額減税の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇詳細は定額減税特設サイトをご覧ください。                  特設サイトは↑から 

令和６年度 協会けんぽ保険料変更のお知らせ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員人事 異動のご挨拶 

～伊藤経営指導員 異動のご挨拶～ 

この度の人事異動で４月から島根県商工会連合会に赴任することになりました。 

東出雲町商工会では平成１６年から実に２０年間にわたり、会員の皆さんをはじめ、素晴らしい仲間達と仕事

をさせていただき、心から感謝申しあげます。 

東出雲で過ごした時間や、皆さんとの出会いは、私にとってかけがえのない財産になりました。 

中小・小規模事業者を取り巻く経営環境は、非常に厳しい状況が続いていますが、激変する時代の中で、会員

の皆さんと共に「伴走できる」職員を目指して、次の職場でも日々精進してまいります。 

最後に、皆さんのご健康と事業のご発展を心からお祈りしています。長い間、大変お世話になりました。 

 

↑島根県の保険料はこちら 
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労働契約の締結・更新のタイミングの労働条件明示事項が追加されます

明示のタイミング 新しく追加される明示事項

全ての労働契約の締結時と
有期労働契約の更新時

1．就業場所・業務の変更の範囲

有期労働契約の
締結時と更新時

2．更新上限（通算契約期間または更新回数の上限）の有無と内容

併せて、最初の労働契約の締結より後に更新上限を新設・短縮する
場合は、その理由を労働者にあらかじめ説明することが必要になり
ます。

無期転換ルール※に基づく
無期転換申込権が発生する

契約の更新時

3．無期転換申込機会

4．無期転換後の労働条件

併せて、無期転換後の労働条件を決定するに当たって、就業の実態
に応じて、正社員等とのバランスを考慮した事項について、有期契約
労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。

※ 同一の使用者との間で、有期労働契約が通算５年を超えるときは、労働者の申込みにより、期間の定めの

ない労働契約（無期労働契約）に転換する制度です。

詳しくは裏面や

厚生労働省ホームページ

もご覧ください！
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無期転換申込機会の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごと※3に、無期転換を申し込
むことができる旨（無期転換申込機会）の明示が必要になります。3

就業場所・業務の変更の範囲の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

全ての労働契約の締結と有期労働契約の更新のタイミングごとに、「雇い入
れ直後」の就業場所・業務の内容に加え、これらの「変更の範囲」※1 について
も明示が必要になります。

１
全ての労働者に対する明示事項

有期契約労働者に対する明示事項等

詳しい情報や相談先はこちら

• 改正事項の詳細を知りたい → 厚生労働省ウェブサイト（①）

• 無期転換の取り組み事例や参考となる資料がほしい → 無期転換ポータルサイト（②）

• 今回の制度改正や労働条件明示、労働契約に関する民事上の紛争について

→ 都道府県労働局/監督課、雇用環境・均等部（室）、全国の労働基準監督署（③）

② ③

※1 「変更の範囲」とは、将来の配置転換などによって変わり得る就業場所・業務の範囲を指します。
※2 有期契約労働者の雇止めや契約期間について定めた厚生労働大臣告示（有期労働契約の締結、更新及び雇止めに

関する基準）
※3 初めて無期転換申込権が発生する有期労働契約が満了した後も有期労働契約を更新する場合は、更新のたびに、

今回の改正による無期転換申込機会と無期転換後の労働条件の明示が必要になります。
※4 労働契約法第3条第2項において、労働契約は労働者と使用者が就業の実態に応じて均衡を考慮しつつ締結又は変

更すべきものとされています。

更新上限の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

有期労働契約の締結と契約更新のタイミングごとに、更新上限(有期労働契約
の通算契約期間または更新回数の上限)の有無と内容の明示が必要になります。2

無期転換後の労働条件の明示 【労働基準法施行規則第5条の改正】

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごと※３に、無期転換後の労働
条件の明示が必要になります。

「無期転換申込権」が発生する更新のタイミングごとに、無期転換後の賃金等の労働条件を決
定するに当たって、他の通常の労働者（正社員等のいわゆる正規型の労働者及び無期雇用フルタ
イム労働者）とのバランスを考慮した事項※4（例：業務の内容、責任の程度、異動の有無・範囲
など）について、有期契約労働者に説明するよう努めなければならないこととなります。

4
均衡を考慮した事項の説明 【雇止め告示※2の改正】

下記の場合は、更新上限を新たに設ける、または短縮する理由を有期契約労働者にあらかじめ
（更新上限の新設・短縮をする前のタイミングで）説明することが必要になります。

ⅰ 最初の契約締結より後に更新上限を新たに設ける場合
ⅱ 最初の契約締結の際に設けていた更新上限を短縮する場合

更新上限を新設・短縮する場合の説明 【雇止め告示※2の改正】

（注）無期転換ルールの適用を免れる意図をもって、無期転換申込権が発生する前の雇止めや契約期間中の解雇等を行
うことは、「有期労働契約の濫用的な利用を抑制し労働者の雇用の安定を図る」という労働契約法第18条の趣旨に
照らして望ましいものではありません。

①






